
診療報酬関連情報

新点数Ｑ＆Ａ（厚生労働省疑義解釈その17）
 2024年（令和６年）12月18日　厚生労働省保険局医療課　事務連絡

【編注】 厚生労働省は12月18日、2024年（令和６年）度診療報酬改定に係るＱ＆Ａ（疑義解釈）
を事務連絡しました。
　文末に「提要P.○」とあるのは、2024年５月26日に発行した当会『社会保険診療提要』2024
年（令和６年）６月改定版の該当ページです。

【入院料通則（身体的拘束の最小化）】
問１ 　医科点数表第１章第２部入院料等の通則
第７号に規定する身体的拘束最小化の基準に
ついて、「⑹⑴から⑸までの規定にかかわら
ず、精神科病院（精神科病院以外の病院で精
神病室が設けられているものを含む）におけ
る身体的拘束の取扱いについては、精神保健
及び精神障害者福祉に関する法律の規定によ
る」とされているが、一般病床と精神病床の
両方を有する病院では、身体的拘束最小化チ
ームの設置も含め、⑴から⑸までの基準を満
たさない場合、通則第９号に規定する減算の
対象となるのか。
答１ 　そのとおり。一般病床と精神病床の両方
を有する病院において、一般病床に入院する
患者の身体的拘束は、医療機関として⑴から
⑸までの基準をすべて満たした上で取扱う必
要があり、精神病床に入院する患者の身体的
拘束は、精神保健及び精神障害者福祉に関す
る法律の規定に基づいて取扱うこととなる。

　　こうした規定を満たさず、通則第９号に規
定する減算の対象となった医療機関では、一
般病床及び精神病床で算定される入院料等を
含む当該医療機関のすべての入院料等が減算
となることに留意する。

　　なお、精神病床のみを有する精神科病院で
は、入院するすべての患者の身体的拘束を、
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の
規定に基づいて取扱う限り、通則第９号に規
定する減算の対象とはならない。

（令和6.12.18事務連絡）（提要P.1066）

【救急時医療情報閲覧機能】
問２ 　A200総合入院体制加算、A200-2急性期
充実体制加算及びA300救命救急入院料の施
設基準における「救急時医療情報閲覧機能」
については、「疑義解釈資料の送付について
（その１）」（令和６年３月28日事務連絡）に
おいて、「機能の実装可能となった時期に疑
義解釈を示す」とされているが、具体的な内
容はどのようなものか。

答２ 　「救急時医療情報閲覧のオンライン資格
確認等システムの導入に関するシステムベン
ダ向け技術解説書」において示されている、
『意識障害等で患者意思を確認できない状況
をはじめとした「患者の生命、身体の保護の
ために必要がある場合」において、マイナ保
険証による同意取得が困難な場合でも医療情
報閲覧利用を可能とする』ための救急時医療
情報閲覧機能のうち、令和６年12月18日時点
では、マイナ保険証を用いた本人確認による
救急時医療情報閲覧機能を指す。

　　なお、当該施設基準の経過措置は令和７年
３月31日までとなっているため、注意されたい。
（参考）救急時医療情報閲覧のオンライン
資格確認等システムの導入に関するシステ
ムベンダ向け技術解説書（令和６年９月13
日厚生労働省医政局）
https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/
001252407.pdf

（令和6.12.18事務連絡）（提要P.1127）
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【参考】救急時医療情報閲覧の運用開始及び
診療報酬上の施設基準（2024年12月25日・
厚生労働省保険局医療課事務連絡）
　令和６年12月９日より、患者の生命、身体の
保護のために必要な場合、マイナ保険証によ
る本人確認を行うことによって、患者の同意
取得が困難な場合でも、レセプト情報に基づ
く医療情報等が閲覧可能となる救急時医療情
報閲覧機能の運用が開始されました。
　また、令和６年度診療報酬改定において、
救急時医療情報閲覧機能を有していることが、
総合入院体制加算１～３、急性期充実体制加
算１・２及び救命救急入院料１～４の施設基
準の一つとなり、令和７年４月１日以降に適用
となっています。
　既に当該加算及び入院料を算定している医
療機関につきましては、引き続き算定する場
合には令和７年３月31日までに救急時医療情
報閲覧機能を導入いただけますようお願いし
ます。なお、救急時医療情報閲覧機能を期限
までに導入しない場合は、施設基準を満たせ
ず、医療機関の収益が大幅に減少することが
見込まれますのでご留意ください。
　また、システム事業者との調整を踏まえ、
令和７年３月31 日までの導入が難しい等の課
題（二要素認証の導入等）が発生している場
合は、下記連絡先まで状況をお知らせいただ
きますよう、お願いいたします。
（参考）
・救急時医療情報閲覧機能概要案内
　https ://www.mhlw.go . jp/content/ 
10200000/001243478.pdf

・令和６年度診療報酬改定 個別改定項目につ
いて（P136、137） 

　https ://www.mhlw.go . jp/content/ 
12404000/001220531.pdf

・「疑義解釈資料の送付について（その17）」
（令和６年12月18日事務連絡）
　https://www.mhlw.go. jp/content/1 
2404000/001358824.pdf

・導入に向けた課題等の連絡先　厚生労働省
医政局特定医薬品開発支援・医療情報担当
参事官室

　e-mail：iryoujouhoushitsu@mhlw.go.jp

【慢性腎臓病透析予防指導管理料】
�問３ 　B001特定疾患治療管理料の「37」慢性
腎臓病透析予防指導管理料の算定対象となる
患者は、「慢性腎臓病の患者（糖尿病患者又
は現に透析療法を行っている患者を除き、別
に厚生労働大臣が定める者に限る）であっ
て、医師が透析予防に関する指導の必要性が
あると認めた入院中の患者以外の患者」とさ
れているが、ここでいう「糖尿病患者」とは
具体的にどのような患者を指すのか。

�答３ 　ヘモグロビン A1c（HbA1c）がＪＤＳ
値で6.1％以上（ＮＧＳＰ値で6.5％以上）又
は内服薬やインスリン製剤を使用している者
であって、糖尿病性腎症第２期以上の患者を
指す。

（令和6.12.18事務連絡）（提要P.279）

【多血小板血漿処置】
�問４ 　J003-4多血小板血漿処置の施設基準にお
ける関係学会等から示されている指針とは何
を指すのか。

�答４ 　現時点では、日本皮膚科学会の「多血小
板血漿（PRP）を用いた難治性皮膚潰瘍の治
療について」、多血小板血漿（PRP）療法研
究会の「手順書：多血小板血漿（PRP）を用
いた難治性皮膚潰瘍の治療」、又は日本フッ
トケア・足病医学会、日本形成外科学会、日
本皮膚科学会、日本褥瘡学会が作成した「既
存治療が奏功しない創傷に対するオートロジ
ェルシステムを用いた多血症板血漿治療の適
正使用指針」を指す。

　　なお、これに伴い、「疑義解釈資料の送付に
ついて（その１）」（令和２年３月31日事務連
絡）別添１の問147（提要P.1402、左段上から
19～24行目の事務連絡のこと）は廃止する。

（令和6.12.18事務連絡）（提要P.1402）
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検査料、病理診断料の取扱い
� 2024年（令和６年）12月27日　保医発1227第４号

�【編注】 厚生労働省は12月27日、検体検査の準用点数を新規追加しました。
　適用は2025年（令和７年）１月１日です。
　文末に「提要P.○」とあるのは、2024年５月26日に発行した当会『社会保険診療提要』2024
年（令和６年）６月改定版の該当ページです。

【第２章 特掲診療料】
【第３部 検査】
【第１節 検体検査料】
【第１款 検体検査実施料】
D023 微生物核酸同定・定量検査
→ マイコプラズマ・ジェニタリウム核酸及びマ
クロライド耐性変異同時検出（350点）（準用
点数の追加）

　マイコプラズマ・ジェニタリウム核酸及びマ
クロライド耐性変異同時検出は、以下のいずれ
かに該当する場合であって、リアルタイムＰＣ
Ｒ法により測定した場合に、本区分の「12」の
膣トリコモナス及びマイコプラズマ・ジェニタ
リウム核酸同時検出の所定点数を準用して算定
する。
ア　マイコプラズマ・ジェニタリウム感染症
を疑う患者に対して、治療法の選択を目的
として行った場合。

イ　マイコプラズマ・ジェニタリウム感染症
の患者に対して、治療効果判定を目的とし
て行った場合。

（令和６保医発1227・４）（提要P.506、左段上から14行目の次に追加）

販売名：MEBRIGHT ジェニタリウム Plus 
DR キット

保険適用希望企業：株式会社医学生物学研究
所

主な使用目的：尿又は子宮頸管擦過物中のマ
イコプラズマ・ジェニタリウムDNA及びマ
イコプラズマ・ジェニタリウム23S rRNA 遺
伝子ドメインV領域の変異の検出（マイコプ
ラズマ・ジェニタリウム感染の診断補助）

【第13部 病理診断】
【第１節 病理標本作製料】
N002 免疫染色（免疫抗体法）病理組織標本作製
→ｐ16タンパク（720点）（準用点数の追加）
　ｐ16タンパクは、子宮頸部上皮内腫瘍（ＣＩ
Ｎ）が疑われる患者であって、ＨＥ染色で腫瘍
性病変の鑑別が困難なものに対してＨＱリンカ
ーを用いて免疫染色病理標本作製を行った場合
に、本区分の「１」エストロジェンレセプター
を準用して算定する。

（令和６保医発1227・４）（提要P.881、右段上から32行目の次に追加）

販売名：ベンタナ OptiView CINtec p16（E6H4）
保険適用希望企業：ロシュ・ダイアグノステ
ィックス株式会社

主な使用目的：組織中の p16タンパクの検出
（子宮頸部上皮内腫瘍（CIN）の診断補助）
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算定留意事項通知、特定保険医療材料の算定留意事項通知、
定義通知の一部改正

� 2024年（令和６年）12月27日　保医発1227第２号

�【編注】 厚生労働省は12月27日、標記の通知を一部改正しました。
　適用は2025年（令和７年）１月１日です。二重取消線部は削除、下線部は追加です。
　文末に「提要P.○」とあるのは、2024年５月26日に発行した当会『社会保険診療提要』2024
年（令和６年）６月改定版の該当ページです。

１．「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実
施上の留意事項について」（令和６年３月５
日保医発0305第４号）の一部改正

【第２章 特掲診療料】
【第３部 検査】
【第１節 検体検査料】
【第１款 検体検査実施料】
→D006-18 ＢＲＣＡ１／２遺伝子検査
⑴　「１」腫瘍細胞を検体とするものについて
は、初発の進行卵巣癌患者、転移性去勢抵抗
性前立腺癌患者又は転移性、再発若しくはＨ
ＥＲ２陰性の術後薬物療法の適応となる乳癌
患者の腫瘍細胞を検体とし、次世代シーケン
シングにより、抗悪性腫瘍剤による治療法の
選択を目的として、ＢＲＣＡ１遺伝子及びＢ
ＲＣＡ２遺伝子の変異の評価を行った場合に
限り算定する。

⑵、⑶　（略）
（令和６保医発1227・２）（提要P.468、左段上から13行目、下線部
訂正及び追加）

【第３節 生体検査料】
→D285認知機能検査その他の心理検査の「１」
　「イ」の簡易なものとは、ＭＡＳ不安尺度、
ＭＥＤＥ多面的初期認知症判定検査、ＡＱ日本
語版、日本語版ＬＳＡＳ－Ｊ、Ｍ－ＣＨＡＴ、
長谷川式知能評価スケール、ＭＭＳＥ及び神経
心理検査用プログラム（視線の情報を連続的に
収集し神経心理検査を行うもの）を用いる検査
のことをいい、（以下略）。
（令和６保医発1227・２）（提要P.539、右段下から13行目、下線部
訂正及び追加）

２．「特定保険医療材料の材料価格算定に関す
る留意事項について」（令和６年３月５日保
医発0305第８号）の一部改正

→164 椎体形成用材料セットの算定
⑴　（略）
⑵　椎体形成用材料セットは、骨粗鬆症、多発
性骨髄腫又は転移性骨腫瘍に対して使用した
場合に、１回の手術で３セットを限度として
算定できる。なお、続発性骨粗鬆症に対して
使用する場合は、関連学会の定める適正使用
指針に従って使用した場合に限り算定でき
る。原発性骨粗鬆症による場合は１回の手術
に対し１セットを、多発性骨髄腫又は転移性
骨腫瘍による場合は３セットを限度として算
定する。

⑶　骨粗鬆症に対して、１回の手術で２セット
以上使用した場合は、医療上の必要性につい
て診療報酬明細書の摘要欄に記載する。

（令和６保医発1227・２）（提要P.1026、右段下から20行目の「ア」
を⑵のように下線部訂正及び追加。⑶を「ウ」として追加）

３．「特定保険医療材料の定義について」（令和
６年３月５日保医発0305第12号）の一部改正
→079 骨セメントの定義
�【機能区分の定義】
①・②　（略）
③脊椎・大腿骨頸部用：次のいずれにも該当する。

ア　次のいずれかに該当する。
ⅰ　悪性脊椎腫瘍又は原発性骨粗鬆症によ

る椎体骨折に対する経皮椎体形成術に使
用するものである。

ⅱ、ⅲ　（略）
イ　（略）

（令和６保医発1227・２）（提要P.996、左段下から33行目を訂正）
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抗PD-1抗体抗悪性腫瘍剤に係る最適使用推進ガイドラインの
策定に伴う留意事項の一部改正

� 2024年（令和６年）12月27日　保医発1227第５号

�【編注】 抗PD-1抗体抗悪性腫瘍剤である「ニボルマブ（遺伝子組換え）製剤（販売名：オプジー
ボ点滴静注20㎎、同点滴静注100㎎、同点滴静注120㎎及び同点滴静注240㎎）」及び「ペムブロ
リズマブ（遺伝子組換え）製剤（販売名：キイトルーダ点滴静注100㎎）」については、「抗PD-1
抗体抗悪性腫瘍剤に係る最適使用推進ガイドラインの策定に伴う留意事項について」（平成29年
保医発0214第４号通知）において、保険適用上の留意事項が通知されています。
　今般、「ニボルマブ（遺伝子組換え）製剤の最適使用推進ガイドライン（尿路上皮癌、悪性黒
色腫、非小細胞肺癌、頭頸部癌、腎細胞癌、古典的ホジキンリンパ腫、胃癌、悪性胸膜中皮腫、
高頻度マイクロサテライト不安定性（MSI-High）を有する結腸・直腸癌、食道癌、原発不明癌、
悪性中皮腫（悪性胸膜中皮腫を除く）及び上皮系皮膚悪性腫瘍）の一部改正について」（令和６
年医薬薬審発1227第１号通知）及び「ペムブロリズマブ（遺伝子組換え）製剤の最適使用推進
ガイドライン（子宮体癌）の一部改正について」（令和６年医薬薬審発1227第２号通知）により、
最適使用推進ガイドラインが改訂されたことに伴い、本製剤に係る留意事項が改正されました。
　二重取消線部は削除、下線部は追加です。

１　オプジーボ点滴静注20㎎、同点滴静注100
㎎、同点滴静注120㎎及び同点滴静注240㎎

　⑵①、⑶①、⑷、⑸①、⑹①、⑺、⑻、⑼、
⑽、⑾、⑿、⒀、⒁、⒂及び⒃中、１）のエの
「外来腫瘍化学療法診療料１又は外来腫瘍化学
療法診療料２」を「外来腫瘍化学療法診療料
１、外来腫瘍化学療法診療料２又は外来腫瘍化
学療法診療料３」に改める。

２　キイトルーダ点滴静注100㎎
⑿　がん化学療法後に増悪した切除不能な進

行・再発の子宮体癌
　本製剤をがん化学療法後に増悪した切除不
能な進行・再発の子宮体癌の治療に用いる場

合は、次の事項を診療報酬明細書の摘要欄に
記載する。
１）～２）（略）
３）本製剤を他の抗悪性腫瘍剤と併用する場
合、次に掲げる併用投与のうち、該当する
もの（「併用投与ア」又は「併用投与イ」
と記載）
ア　レンバチニブメシル酸塩との併用投与
（がん化学療法後に増悪した切除不能な
進行・再発の子宮体癌の場合）

イ　パクリタキセル及びカルボプラチンと
の併用投与（化学療法歴のない進行・再
発の子宮体癌の場合）
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支払基金における審査の一般的な取扱い（医科）
� 2024年（令和６年）12月27日　社会保険診療報酬支払基金

�【編注】 支払基金は12月27日、「審査の一般的な取扱い事例」第19回を追加しました。
　「取扱いを作成した根拠等」の詳細は、社会保険診療報酬支払基金トップページ＞診療報酬の
審査＞審査結果の差異に対する取組＞審査の取扱いが統一された事例＞支払基金における審査の
一般的な取扱い（医科）＞支払基金における審査の一般的な取扱い（医科）でご確認ください。

（第19回・2024年12月27日分）
【検査】

394 一般検査（初診時、入院時）（支払基金統
一事例）
①初診時の一般検査として次の検査の算定は、
原則として認められる。
⑴　Ｄ000尿中一般物質定性半定量検査
⑵　Ｄ005「５」末梢血液一般検査

②初診時の一般検査として次の検査の算定は、
原則として認められない。
⑴　Ｄ002尿沈渣（鏡検法）、Ｄ002－２尿沈渣
（フローサイトメトリー法）
⑵　Ｄ005「２」網赤血球数（レチクロ）
⑶　Ｄ006「１」出血時間、「２」プロトロンビ
ン時間（ＰＴ）、「７」活性化部分トロンボプ
ラスチン時間（ＡＰＴＴ）

⑷　Ｄ006「４」フィブリノゲン半定量、フィ
ブリノゲン定量

⑸　フィブリン・フィブリノゲン分解産物（Ｆ
ＤＰ）※１

⑹　Ｄダイマー※２

⑺　Ｄ011「１」ＡＢＯ血液型、Ｒｈ（Ｄ）血
液型

⑻　Ｄ208心電図検査「１」四肢単極誘導及
び胸部誘導を含む最低12誘導

③入院時一般検査として次の検査の算定は、原
則として認められる。
⑴　Ｄ000尿中一般物質定性半定量検査
⑵　Ｄ005「３」末梢血液像（自動機械法）、
「６」末梢血液像（鏡検法）
⑶　Ｄ005「５」末梢血液一般検査
⑷　Ｄ015「１」Ｃ反応性蛋白（ＣＲＰ）定性、
Ｃ反応性蛋白（ＣＲＰ）

⑸　Ｄ208心電図検査「１」四肢単極誘導及び
胸部誘導を含む最低12誘導

④入院時一般検査として次の検査の算定は、原
則として認められない。
⑴　Ｄ003「５」糞便中ヘモグロビン定性、
「７」糞便中ヘモグロビン
⑵　Ｄ005「２」網赤血球数（レチクロ）

※�１　Ｄ001「７」フィブリン・フィブリノゲン分解産物（ＦＤＰ）
（尿）、Ｄ006「11」フィブリン・フィブリノゲン分解産物（ＦＤ
Ｐ）定性、フィブリン・フィブリノゲン分解産物（ＦＤＰ）半定
量、フィブリン・フィブリノゲン分解産物（ＦＤＰ）定量

※�２　Ｄ006「14」Ｄダイマー定性、「15」Ｄダイマー半定量、「17」
Ｄダイマー

395 一般検査（内視鏡検査前）（支払基金統一
事例）（支払基金・国保統一事例）
①内視鏡検査前の一般検査としてＤ005「５」
末梢血液一般検査の算定は、原則として認め
られる。

②内視鏡検査前の一般検査として次の検査の算
定は、原則として認められない。
⑴　Ｄ006「４」フィブリノゲン半定量、フィ
ブリノゲン定量

⑵　Ｄ011「１」ＡＢＯ血液型、Ｒｈ（Ｄ）血
液型

⑶　Ｄ015「１」Ｃ反応性蛋白（ＣＲＰ）定性、
Ｃ反応性蛋白（ＣＲＰ）

⑷　Ｄ208心電図検査「１」四肢単極誘導及び
胸部誘導を含む最低12誘導

396 一般検査（心臓カテーテル検査前）（ 支 払
基金統一事例）（支払基金・国保統一事例）
①心臓カテーテル検査前の一般検査として次の
検査の算定は、原則として認められる。
⑴　Ｄ005「５」末梢血液一般検査
⑵　Ｄ208心電図検査「１」四肢単極誘導及
び胸部誘導を含む最低12誘導

②心臓カテーテル検査前の一般検査として次の
検査の算定は、原則として認められない。
⑴　Ｄ006「４」フィブリノゲン半定量、フ
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ィブリノゲン定量
⑵　Ｄ007「36」血液ガス分析

397 マイコプラズマ抗体（肺炎、気管支炎等）
（支払基金統一事例）（支払基金・国保統一事例）
　マイコプラズマ感染症（疑い含む）のない次
の傷病名に対するＤ012「４」マイコプラズマ
抗体定性又はマイコプラズマ抗体半定量の算定
は、原則として認められない。
⑴　肺炎（成人）
⑵　気管支炎
⑶　慢性呼吸不全
⑷　肺結核
⑸　肺気腫
⑹　気管支喘息

398 マイコプラズマ抗原、核酸検出（肺炎、気
管支炎等）（支払基金統一事例）（支払基金・
国保統一事例）
　マイコプラズマ感染症（疑い含む）のない次
の傷病名に対するＤ012「26」マイコプラズマ抗
原定性（免疫クロマト法）、「34」マイコプラズマ
抗原定性（ＦＡ法）又はＤ023「６」マイコプラ
ズマ核酸検出の算定は、原則として認められない。

⑴　肺炎
⑵　気管支炎
⑶　慢性呼吸不全
⑷　肺結核
⑸　肺気腫
⑹　気管支喘息

399 ヘリコバクター・ピロリ関連検査（胃潰瘍

（瘢痕含む）等のない場合）（支払基金統一事例）
　ヘリコバクター・ピロリ関連検査※１の算定
については、次の傷病名がなく、ヘリコバクタ
ー・ピロリ感染症（疑い含む）の傷病名がある
場合であっても、原則として認められない。
⑴　胃潰瘍（瘢痕含む）
⑵　十二指腸潰瘍（瘢痕含む）
⑶　胃ＭＡＬＴリンパ腫
⑷　特発性血小板減少性紫斑病
⑸　早期胃癌（内視鏡的治療後）
⑹　胃炎

※�１　ヘリコバクター・ピロリ感染の診断及び治療に関する取
扱いについて（平成12年10月31日保険発第180号、最終改正；
令和４年10月31日保医発1031第５号）において、除菌前の感
染診断の検査法として掲げられている次の検査

　�①迅速ウレアーゼ試験、②鏡検法、③培養法、④抗体測定、
⑤尿素呼気試験、⑥糞便中抗原測定、⑦核酸増幅法

400 嫌気性培養加算（ヘリコバクター・ピロリ
感染症）（支払基金統一事例）（支払基金・国保
統一事例）
　ヘリコバクター・ピロリ感染症に対する嫌気
性培養加算の算定は、原則として認められない。
401 抗酸菌分離培養の液体培地法とそれ以外の
ものの算定回数 （支払基金統一事例）
　結核に対する同日に採取した検体によるＤ
020「１」抗酸菌分離培養（液体培地法）又は
「２」抗酸菌分離培養（それ以外のもの）の算
定は、原則として１回のみ認められる。
402 超音波検査の算定（稽留流産確定後の進行
流産）（支払基金統一事例）
　稽留流産確定後の進行流産（不全流産・完全
流産）の診断時のＤ215超音波検査（断層撮影
法）（胸腹部）の算定は、原則として認められる。
403 精密眼圧測定（眼精疲労、白内障）（支払基

金統一事例）
　次の傷病名に対するＤ264 精密眼圧測定の算
定は、原則として認められる。
⑴　眼精疲労（再診時）
⑵　白内障

404 胃腸機能整腸薬（下部消化管における内視
鏡検査又は内視鏡手術時の前処置）（支払基金
統一事例）
　下部消化管における内視鏡検査又は内視鏡手
術時の前処置として次の薬剤の算定は、原則と
して認められない。
⑴　イトプリド塩酸塩（ガナトン錠等）
⑵　ドンペリドン（ナウゼリン錠等）
⑶　トリメブチンマレイン酸塩（セレキノン
錠等）

⑷　メトクロプラミド（プリンペラン錠等）
405 狭帯域光強調加算（胃静脈瘤等）（支払基

金統一事例）
　次の傷病名に対する狭帯域光強調加算の算定
は、原則として認められない。
⑴　胃静脈瘤、食道静脈瘤
⑵　逆流性食道炎
⑶　慢性胃炎
⑷　胃炎
⑸　十二指腸潰瘍

406 狭帯域光強調加算と粘膜点墨法加算の併算定
（支払基金統一事例）（支払基金・国保統一事例）
　悪性腫瘍（疑い含む）に対する胃・十二指腸
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ファイバーにおける狭帯域光強調加算と粘膜点
墨法加算の併算定は、原則として認められる。
407 粘膜点墨法加算と色素内視鏡法加算（逆流
性食道炎、急性胃炎）（支払基金統一事例）（支
払基金・国保統一事例）
①逆流性食道炎に対するＤ306 食道ファイバー
スコピー時の粘膜点墨法加算又は色素内視鏡
法加算の算定は、原則として認められない。

②急性胃炎に対するＤ308胃・十二指腸ファイバ
ースコピー時の粘膜点墨法加算又は色素内視
鏡法加算の算定は、原則として認められない。

【投薬】
408 硝酸イソソルビド（内服薬・外用薬）（不
整脈等）（支払基金統一事例）（支払基金・国
保統一事例）
　次の傷病名に対する硝酸イソソルビド（内服
薬・外用薬）（フランドル錠、フランドルテー
プ等）の算定は、原則として認められない。
⑴　不整脈
⑵　心房細動
⑶　上室性期外収縮

409 ニコランジル錠（狭心症のない心筋症等）
（支払基金統一事例）（支払基金・国保統一事例）
　狭心症のない次の傷病名に対するニコランジ
ル錠（シグマート錠 2.5㎎等）の算定は、原則
として認められない。
⑴　心筋症
⑵　特発性拡張型心筋症
⑶　心不全

410 プロピオン酸系抗炎症薬（適応傷病名と潰
瘍治療薬投与中の胃潰瘍又は十二指腸潰瘍）

（支払基金統一事例）
　適応傷病名と潰瘍治療薬投与中の胃潰瘍又は
十二指腸潰瘍の傷病名がある患者に対するプロ
ピオン酸系抗炎症薬（ロキソプロフェンナトリ
ウム錠（ロキソニン錠等）又はプラノプロフェ
ン（プラノプロフェンカプセル等））の算定は、
原則として認められる。
411 抗ウイルス薬の併用投与（ヘルペス角膜炎）

（支払基金統一事例）（支払基金・国保統一事例）
　ヘルペス角膜炎に対する次の抗ウイルス薬の
併用投与は、原則として認められる。
⑴　アシクロビル（眼軟膏）（ゾビラックス
眼軟膏等）とアシクロビル（内服薬）（ゾ
ビラックス錠等）

⑵　アシクロビル（眼軟膏）（ゾビラックス
眼軟膏等）とアシクロビル（注射薬）（ゾ
ビラックス点滴静注用等）

412 アプレピタントカプセルの算定（投与期間）
（支払基金統一事例）
　成人に対するアプレピタントカプセル（イメ
ンドカプセル80㎎、125㎎）１処方あたりの投
与期間は、原則として５日間まで認められる。
413 アシクロビルとビダラビンの併用投与（口

唇ヘルペス等）（支払基金統一事例）
　口唇ヘルペス又は外陰部ヘルペスに対するア
シクロビル（内服薬）（ゾビラックス錠等）と
ビダラビン（外用薬）（アラセナ-Ａ軟膏等）の
併用投与は、原則として認められる。
414 イトラコナゾールの算定（使用量）（ 支 払
基金統一事例）（支払基金・国保統一事例）
　爪白癬に対するイトラコナゾール（イトリゾ
ールカプセル）のパルス療法１日400㎎未満の
算定は、原則として認められる。
415 適応傷病名と胃潰瘍等がある患者に対する
チクロピジン塩酸塩製剤 （支払基金統一事例）
①適応傷病名と出血を伴う胃潰瘍又は十二指腸
潰瘍がある患者に対するチクロピジン塩酸塩
製剤（パナルジン錠等）の算定は、原則とし
て認められない。

②適応傷病名と出血を伴わない胃潰瘍又は十二
指腸潰瘍がある患者に対するチクロピジン塩
酸塩製剤（パナルジン錠等）の算定は、原則
として認められる。

【注射】
416 注射用ガベキサートメシル酸塩とナファモ
スタットメシル酸塩製剤の併用投与（支払基金
統一事例）（支払基金・国保統一事例）
　注射用ガベキサートメシル酸塩（注射用エフ
オーワイ等）とナファモスタットメシル酸塩製
剤（注射用フサン等）の併用投与は、原則とし
て認められない。
417 注射用ガベキサートメシル酸塩又はナファ
モスタットメシル酸塩製剤とウリナスタチンの
２剤の併用投与 （支払基金統一事例）（支払基
金・国保統一事例）
　膵炎かつ播種性血管内凝固症候群に対して注
射用ガベキサートメシル酸塩（注射用エフオー
ワイ等）又はナファモスタットメシル酸塩製剤
（注射用フサン等）とウリナスタチン（ミラク
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リッド注射液）の２剤の併用投与は、原則とし
て認められる。

【処置】
418 ハイフローセラピー時の酸素の使用量 （支

払基金統一事例）
　Ｊ026－４ハイフローセラピー時の酸素は、原
則として１日86,400Ｌまで認められる。
419 耳垢栓塞除去（耳垢）（支払基金統一事例）

（支払基金・国保統一事例）
　耳垢に対するＪ113耳垢栓塞除去（複雑なも
の）の算定は、原則として認められない。

【手術】
420 注射用ランジオロール塩酸塩（手術時）

（支払基金統一事例）（支払基金・国保統一事例）
　手術時に不整脈等の傷病名がない場合の注射
用ランジオロール塩酸塩（オノアクト点滴静注
用）の算定は、原則として認められない。

【麻酔】
421 静脈麻酔（小児の骨髄穿刺等）（ 支 払 基 金
統一事例）（支払基金・国保統一事例）
　小児における次の診療行為に対するＬ001－

２静脈麻酔の算定は、原則として認められる。
⑴　骨髄穿刺
⑵　腰椎穿刺
⑶　ＣＴ撮影
⑷　ＭＲＩ撮影

422 リドカインテープ剤（脊椎麻酔時等）（支払
基金統一事例）（支払基金・国保統一事例）
　次の場合のリドカインテープ剤（ペンレステ
ープ等）の算定は、原則として認められない。
⑴　Ｌ004脊椎麻酔時
⑵　ゴセレリン酢酸塩デポ（ゾラデックスデ
ポ等）投与時

【病理診断】
423 病理組織標本作製「１」組織切片 （支払

基金統一事例）
　次の傷病名に対するＮ000病理組織標本作製
「１」組織切片によるものの算定は、原則とし
て認められる。
⑴　胃潰瘍
⑵　十二指腸潰瘍
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2025年（令和７年）度の酸素の購入価格に関する届出
　酸素を使用した診療を行う保険医療機関は、本年の４月１日以降の診療に係る費用の請求に当たって用
いる酸素の単価並びにその算出の根拠となった前年の１月から12月までの間に当該保険医療機関が購入し
た酸素の対価及び酸素の容積を、地方厚生（支）局長に届け出る必要があります。
　なお、新規医療機関の指定を受けた場合等においては、随時届け出る必要がある場合があります。詳し
くは厚生局事務所等にお問い合わせ下さい。
　（※）酸素の使用がなく、酸素の購入がない場合は提出の必要はありません。
○提出期限　　�2025年（令和７年）２月14日（金）
　　　　　　　電子申請の場合は２月15日（土）まで
○提 出 先　　〒604-8153　京都市中京区烏丸通四条上ル笋町691　りそな京都ビル５階
　　　　　　　近畿厚生局京都事務所
○提出方法　　郵便または窓口提出
○届出様式　　‌�近畿厚生局ホームページ（https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kinki/shinsei/shido_kansa/

sanso_konyu/index.html）に様式（Excel版及びPDF版）を掲載しています。
　　　　　　　�※‌�各医療機関に対する近畿厚生局からの事前の個別通知（届出様式の送付含む）はありません
○記載要領　　近畿厚生局ホームページの上記をご参照願います。
○問い合せ　　近畿厚生局京都事務所（☎075-256-8681）

今年度の届出に当たっての注意点
　2024年（令和６年）の１月から12月の間に購入実績がない場合は、直近の購入実績により届出を行いま
す。直近の購入実績が�2019年（令和元年）９月30日以前�となる場合は、実際に購入した価格に�108分の110
を乗じて�得た額（１円未満の端数は四捨五入）を酸素の購入対価として記載して下さい。
　�（例）2018年（平成30年）１月に可搬式液化酸素容器（LGC）を300,000円（税込）購入した場合
　　　 �300,000×（110÷108）＝305,556円（１円未満の端数を四捨五入）
　　　 �305,556円を平成30年１月の購入対価の欄に記載する。

その他の注意点
①「酸素の購入価格に関する届出書」は、酸素の
購入実績がある保険医療機関のみ提出します。�  
　�まったく酸素の使用がなく、酸素の購入実績
がない保険医療機関については提出不要です。�

　　届出書の１欄（前年１月～12月）に該当がな
い場合であっても、２欄（前々年以前、または
当該年１月）に該当がある場合は、直近の購入
価格を記載の上、提出する必要があります。

②大型ボンベとは、ボンベ１本当たり通常7,000リ
ットル又は6,000リットル用のボンベをいい、
3,000リットルを超えるものです。

③小型ボンベとは、ボンベ１本当たり通常1,500リ
ットル又は500リットル用のボンベをいい、
3,000リットル以下のものです。

④酸素の容積は、ボンベの場合は圧縮されていま
すので、35℃１気圧で換算した容積を、液化酸
素の場合は、気体にした容積になります。ご不
明の点がありましたら、酸素の購入業者に確認
のうえ記載して下さい。

⑤各欄の酸素の購入対価には、容器代及び耐圧テ

スト代等は含まず、酸素の対価のみ記載して下
さい。

⑥各欄の酸素の購入価格は、１円未満の端数を四
捨五入して記載して下さい（計算誤りのないよ
うご確認のうえ提出して下さい）。

⑦「３その他」欄の購入業者名及び種類を必ず記
載して下さい。

⑧今回の提出によるリットルあたりの購入単価は、
届出書提出年度の次年度の診療報酬請求に対応
する価格になります（ただし上限あり）。レセコ
ン等の酸素価格の変更処理もお願いします。

⑨今回届け出た酸素の購入単価は、審査支払機関
及び各保険者にも情報提供されます。

⑩診療報酬請求の酸素の購入単価は、購入価格に
もよりますが、価格（リットル）の上限が決ま
っています。

⑪開設者の氏名及び住所は、法人の場合、名称（法
人名、機関名）、代表者の職氏名、主たる事務所
の所在地を必ず記載して下さい（氏名は、戸籍
簿に記載されている漢字を必ず用いて下さい）。
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